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労働生産性と所得の向上に向けて（データ検証まとめ）
１．データ検証の実施について

○沖縄県内産業の労働生産性向上に向け、現状の産業力や今後の国内外動向等をふまえ、５つの分野・業種を選定し、具体
的な検証による現状・課題の把握を行うこととしたところ。
○また、その中でも、労働生産性や所得向上に寄与しうる、発展可能性のある業種も選定し、各種データ検証を行った。

⑤航空機関連
産業

第４回検討会で
提示

①製造業

・食料品製造業
・飲料・たばこ・飼料
製造業
・電子部品・デバイ
ス・電子回路製造
業等

・ソフトウェア業
・情報処理・提供
サービス業 等

第４回検討会
で提示

③医療・バイオ
関連産業

・創薬開発等事業
・医療機器製造業
・医療等データ活用
事業 等

⑤国際物流産業
⑥環境・エネルギー関連産業
⑦観光関連産業
⑧金融関連産業

第
1
回

第
２
回

第
３
回

③医療・バイオ
関連産業

④スポーツ・ヘルス
ケア関連産業

②情報関連
産業①製造業

横断的分野
⑤国際物流産業
⑥環境・エネルギー関連
産業
⑦観光関連産業

②情報関
連産業

④スポーツ・ヘ
ルスケア関連
産業

あり方（案） あり方（案）は第4回検討会で提示

⑧金融関連産業は、課題に対
応した取り組み等に整理
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労働生産性と所得の向上に向けて（データ検証まとめ）

２．労働生産性を構成する各要素のデータ分析を中心に検証

３．低い労働生産性の主な要因を抽出
①産業分野構成
（製造業等、全国的に労働生産性が高い分野の
付加価値額構成比が低い）

④小さい事業規模

②低い生産効率

③限定的な販路

⑤安い賃金

４．労働生産性と所得の向上に向けた「沖縄の今後の産業振興のあり方」検討
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低い労働生産性の主な要因
①産業分野構成
（製造業等、全国的に労働生産性が高い分野の
付加価値額構成比が低い）

労働生産性
押下○比較的労働生産性が高い製造業等の付加価値額構成比が

全国と比して低い

付加価値
額構成比
が低い

労働生産性
が高い製造
業等の拡大
等が必要
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低い労働生産性の主な要因

労働生産性
押下○製造業の中で、最も大きな付加価値額構成比を占める食料品製

造業の労働生産性が製造業平均を下回っている。
○全国的に労働生産性が高い分野の付加価値額割合が沖縄では
極端に小さい。

労働生産性が
高い分野の付
加価値額割合
が極端に小さい

労働生産性
が高い製造
業等の拡大
等が必要

①産業分野構成
（製造業等、全国的に労働生産性が高い分野の
付加価値額構成比が低い）
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低い労働生産性の主な要因

②低い生産効率

生産効率が低い
（労働集約的）

設備投資少
設備投資効率低

人件費投入
効率低

高い非正規社員率
労働者の賃金抑制

労働生産性
押下

○製造業において、従業員一人あたりの付加価値額が全
国と比して低い。
（食料品製造業約6割、飲料・たばこ・飼料製造業約4割）
○食料品製造業や飲料・たばこ・飼料製造業では、設備
投資額が全国と比して少ない。また、設備投資効率（付
加価値額／設備投資額）も全国と比して低い水準である。
○製造業の人件費投入効率（売上／人件費）が全国と
比して低水準である。

一人あたり付
加価値額が
低い

一人あたり付
加価値額を高
めること等が
必要
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低い労働生産性の主な要因

労働生産性
押下

③限定的な販路

付加価値額
が低い

設備投資等
による生産効
率化が難しい

生産量増
（売上高増）
が難しい

○食料品・飲料部門の経済循環構造の比較において、
県内需要に対する県内生産の低さ、移輸出に対する
移輸入の大きさから、県外所得の流入が小さくなってい
る。これらから、県外への販路開拓ができておらず、県
内需要に依存しており、結果として売上高を確保でき
ていない。

売上高を
確保でき
ていない

販路拡大による
売上高確保等が
必要

（平成27年）
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低い労働生産性の主な要因

労働生産性
押下

④小さい事業規模

付加価値額
が低い

設備投資等
による生産効
率化が難しい

生産量増
（売上高増）
が難しい

○全国的に、従業員１人あたりの製造品出荷額は、規模が大きいほど
多くなる傾向であるが、沖縄県内の食料品製造業や飲料・たばこ・飼料
製造業では、事業所あたり従業員数が全国の約72%と小さい事業規
模となっている。
○食料品製造業や飲料・たばこ・飼料製造業では、事業所あたりの製
品出荷額及び付加価値額の絶対値は全国と比して低い。（３割～４
割程度）

小さい事
業規模

経営資源
集約化・事
業連携・規
模拡大等
が必要

製
品
出
荷
額
（
百
万
円
）/

事
業
所

製
品
出
荷
額
（
百
万
円
）/

事
業
所

沖縄県製造業
従業員規模別の事業所あたりの製品出荷額（百万円）

全国製造業
従業員規模別の事業所あたりの製品出荷額（百万円）

注）破線折れ線グラフについては、右側目盛りを適用注）破線折れ線グラフについては、右側目盛りを適用
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低い労働生産性の主な要因

労働生産性
押下

⑤安い賃金

一人あたり付加
価値額が低い

生産効率が低い
（労働集約的）

設備投資低
設備投資効率低

人件費投入
効率低

高い非正規社員率
労働者の賃金抑制

○ 食料品製造業や飲料・たばこ・飼料製造業では、従業
員一人あたりの給与が全国と比して低い水準となっている。
（４割～５割程度）
○ 食料品製造業や飲料・たばこ・飼料製造業では、賃金
カーブの傾きが全国に比して小さい。（賃金が伸びていな
い。）
○製造業の人件費投入効率（売上／人件費）が全国
と比して低水準である。

設備投資
による生産
効率向上
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労働生産性が低い要因 労働生産性の改善に向けて

【①産業分野構成（製造業等、全国的に労働生産性が高い分野の付加価値
額構成比が低い）】
○製造業の労働生産性が全国に比して低く、付加価値額構成比も低い。
○製造業の中で、最も大きな付加価値額構成比を占める食料品製造業の労働
生産性が製造業平均を下回っている。
○全国的に労働生産性が高い分野の付加価値額割合が沖縄では極端に小さい。

○域外展開を強化し売上を増加させるとともに、設備投資等による生産効率
化で付加価値額／売上高を高める。
○また、付加価値額構成比を拡大し、さらに、生産効率化による雇用の質を
高め労働生産性を全国並の水準にする。
○国際市場動向等を鑑み、労働生産性が高い分野の集積を図り、当該分
野の付加価値額構成比を高める。

【②低い生産効率】
○ 従業員一人あたりの付加価値額が全国と比して低い。
○製品出荷額に占める付加価値額割合が全国と比して低い。
○設備投資額が全国と比して小さい。また、設備投資効率（付加価値額／設
備投資額）も全国と比して低い水準である。

○域外展開を強化し売上を増加させるとともに、設備投資等による生産効率
化で付加価値額／売上高を高める。（再掲）
○IT投資（ロボット・自動化設備等含）を含む設備投資による生産性の向
上を図る。

【③限定的な販路】
○県内需要に対する県内生産の低さ、移輸出に対する移輸入の大きさから、県
外所得の流入が小さくなっている。これらから、県外への販路開拓ができておらず、
県内需要に依存しており、結果として売上高を確保できていない。
○労働生産性が低い県では移輸出が極めて少なく、県内市場を移輸入に頼らざ
るを得ない状況がうかがえる。

○域外展開を強化し売上を増加させるとともに、設備投資等による生産効率
化で付加価値／売上高を高める。（再掲）
○経営資源集約化や事業規模拡大で生産能力を高める。それにより、域外
販路開拓を強化する。（再掲）

【④小さい事業規模】
○事業所あたりの製品出荷額及び付加価値額の絶対値が全国と比して低い。
○事業所あたり従業員数が全国と比して低い水準である。

○域外展開を強化し売上を増加させるとともに、設備投資等による生産効率
化で付加価値／売上高を高める。（再掲）
○経営資源集約化や事業規模拡大で生産能力を高める。それにより、域外
販路開拓を強化する。

【⑤安い賃金】
○従業員一人あたりの給与が全国と比して低い水準となっている。
○ 賃金カーブの傾きが全国と比して小さい。（賃金が伸びていない。）

○IT投資（ロボット・自動化設備等含）を含む設備投資による生産性の向
上を図る。（再掲）
○経営資源集約化や事業規模拡大で生産能力を高める。それにより、域外
販路開拓を強化する。（再掲）
○域外展開を強化し売上を増加させるとともに、設備投資等による生産効率
化で付加価値／売上高を高める。（再掲）

労働生産性の改善に向けて
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各業種の検証について

○県内製造業で、最も付加価値額構成比が高い業種である(40%)。
○労働生産性は3.58百万円で、県内製造業平均より低く、全国平均の約82%となっている。
○付加価値額、事業所あたり付加価値額は大幅に伸びているが、全国平均と比して大幅に低い水準である（約44%）
○事業所あたり従業員数は増加傾向（2018年対2010年比28.5%増）であり、経営資源集約化や規模拡大が進んでいると推
察される。
○一方、付加価値額／製品出荷額が全国と比して近しい水準である反面、従業員一人あたりの付加価値額が全国と比して低く、
生産効率が低い。
○売上高原材料比率は全国と同水準である。
○設備投資額が全国と比して小さく、また、設備投資効率（付加価値額／設備投資額）も全国と比して低い水準である。
○人件費投入効率（売上／人件費）が全国と比して低水準である。
○従業員の年間所得は全国と比して低い水準となっている（約75%）。
○労働分配率（人件費／付加価値額）は全国と比して高い水準である。
○経済循環構造において、移輸入が移輸出を大幅に上回っている。県内需要に依存しており、移輸出による県外所得の流入が小さく
（県内所得の流出が大きく）、結果として売上高を確保できていない。

２．各業種の特徴について
（１）製造業
①食料品製造業
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各業種の検証について

○県内製造業で、食料品製造業についで付加価値額構成比が高い業種である(16.8%)。
○労働生産性は9.58百万円で、県内製造業で最も高く、全国平均を大きく上回っている（127%）。
○付加価値額、事業所あたり付加価値額は大幅に伸びているが、全国平均と比して大幅に低い水準である（約32%）
○事業所あたり従業員数は増加傾向（2018年対2010年比7.3%増）であり、経営資源集約化や規模拡大が進んでいると推
察される。
○一方、付加価値額／製品出荷額が全国と比して近しい水準である反面、従業員一人あたりの付加価値額が全国と比して低く、
生産効率が低い。
○売上高原材料比率は全国と同水準である。
○設備投資額が全国と比して小さいが、設備投資効率（付加価値額／設備投資額）は全国と同水準である。
○人件費投入効率（売上／人件費）が全国と比して低水準である。
○従業員の年間所得は全国と比して低い水準となっている（約32%）。
○労働分配率（人件費／付加価値額）は全国と比して高い水準である。
○経済循環構造において、移輸入が移輸出を大幅に上回っている。県内需要に依存しており、移輸出による県外所得の流入が小さ
く（県内所得の流出が大きく）、結果として売上高を確保できていない。

②飲料・たばこ・飼料製造業

○県内製造業における付加価値額構成比は11.3%。
○労働生産性は4.65百万円で、県内製造業平均より高いが、全国平均の約83%となっている。
○付加価値額、事業所あたり付加価値額は大幅に伸びているが、全国平均と比して大幅に低い水準である（約32%）
○一方、付加価値額／製品出荷額が全国と比して近しい水準である反面、従業員一人あたりの付加価値額が全国と比して低く、
生産効率が低い。
○売上高原材料比率は全国と比して高い。
○設備投資額が極めて小さい。鉄工・溶接といった常時設備投資が不要で技能依存型と推察される。
○人件費投入効率（売上／人件費）は全国と同水準である。
○従業員の年間所得は全国と比して低い水準となっている（約72%）。
○労働分配率（人件費／付加価値額）は全国と比して高い水準である。

③金属製品製造業
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各業種の検証について

○県内製造業における付加価値額構成比は2.8%。
○労働生産性は4.71百万円で、県内製造業平均より高いが、全国平均の約39%となっている。
○付加価値額／製品出荷額が全国と比して高い水準である反面、従業員一人あたりの付加価値額が全国と比して低く、生産効率
が低い。
○売上高原材料比率は全国と比して高いが、付加価値額／製品出荷額も全国と比して低い。
○設備投資額が全国と比して極めて小さい。
○人件費投入効率（売上／人件費）は全国と比して極めて低い（約1/4）。
○労働分配率（人件費／付加価値額）は全国と比して高い水準である。

④化学工業

（※沖縄県内の関連企業数が少数のため、管内データは分析できない。）
○県内では企業数が少ないが、全国では労働生産性が約15百万円／人と製造業の中では高い分野で、影響力係数も高く地域
経済への寄与度が高いと考えられる。
○国内及び海外の中長期的に安定した市場の拡大をとらまえ、立地・集積を図ることで、製造業の付加価値額の向上はもとより、地
域の労働生産性を高めることにつながりうる業種であると考えられる。
○県内には、半導体素子を製造し、海外へ出荷している企業も存在する。
（データ検証結果を第４回検討会で提示）

⑤電子部品・デバイス・電子回路製造業

（※沖縄県内の関連企業数が少数のため、管内データは分析できない。）
○県内には企業が少ないが、全国では労働生産性が約16百万円／人と製造業の中では高い分野で、影響力係数も高く地域経
済への寄与度が高い。
○国内及び海外では需要増加の傾向であるが、世界的な競争激化が予想されており、国際競争力のある中核的企業等の存在が
不可欠であると考えられ、立地・集積は容易ではないと想定される。
○今後、市場急増が見込まれる通信端末機器や通信ネットワーク機器関連の企業は県内に存在しない。

⑥情報通信機械器具製造業
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各業種の検証について

〇県内では、高い労働生産性であるが（約40百万円）、市場規模は限られており、既存事業者の拡大、または新規立地の想定
は薄い。
〇既存事業者においては、社会インフラとして5G環境等の整備推進等を促すことが、産業基盤として優先される。

（２）情報関連産業
①通信業

○県内では、主に新聞社が牽引している分野となっており、事業所数、従業員ともに割合が高い。
〇デジタル特有のコンテンツ制作、具体的にはゲームやインターネットコンテンツ（短尺映像や自主制作等）等は、企業によるプロモー
ション力に依らず展開が可能な分野で沖縄においても可能性があると考えられる。
○また、全国平均の労働生産性は12百万円／人。国内及び海外の動向をふまえ規模を拡大することで地域経済へ寄与すると考
えられる。
○県内には、デジタルコンテンツやアニメーション等を製作する企業も存在する。
〇eスポーツ等のイベントやコンテンツ関連イベントは観光との相性もよく、相乗効果が期待できる分野である。
（データ検証結果を第４回検討会で提示）

②映像・音声・文字情報製作作業

〇県内には、大規模且つ比較的安価なデータセンター施設が存在する。
〇設備産業であり、コスト競争の波に呑まれる可能性が高い。
〇大企業の寡占化の状態であり、新たに参入し規模拡大を図ることが困難と想定される。

③インターネット附随サービス業

〇スマホアプリ等、個人や小人数で製作可能なアプリ市場も拡大中。受注生産型で培われた県内人材が、より高い付加価値を生み
出せる機会としていくことが重要。
○県内の労働生産性は、約8百万円／人。全国平均の約10百万円／人に引上げ、かつ、規模を拡大することで地域経済へ寄与
すると考えられる。
〇受注生産型⇒パッケージ型⇒クラウド型への推移において、ニーズにあったアプリケーションを企画できる人材の確保が重要。
（データ検証結果を第４回検討会で提示）

④ソフトウェア業
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各業種の検証について

○県内で、情報通信業に占める割合が1割程度の業種となっている。
○IoTやAIよるビッグデータ解析等の技術が進展する中、各産業の基盤となるデータプラットフォームが注目されている。県内の各種産
業の発展を図るうえで重要な分野であると考えられる。
○県内の労働生産性は、約6百万円／人。全国平均の約9百万円／人に引上げ、かつ、規模を拡大することで地域経済へ寄与す
ると考えられる。
○県内には、ビッグデータを収集・分析・提供する事業者も存在する。
〇ソフトウェア業と同様（将来的には業種分類が困難になると思われる）に、ニーズに応じてサービスを企画できる人材の確保が重要。
○また、ビッグデータ活用の観点でデータサイエンティストの育成・確保も重要。
（データ検証結果を第４回検討会で提示）

⑤情報処理・提供サービス業
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各業種の検証について

（※（１）①食料品製造業と同様の状況）
○県内では特徴的な地域資源（機能性素材）が豊富に存在する。
○これらの機能性を訴求した高付加価値製品を、国内及び需要が増加している先進国、生活水準が高くなっているアジア圏域等を
ターゲットに展開していくことが重要。
○県内では、多様な地域資源を活用した健康・機能性食品の商品化や研究開発が多く行われている。
（データ検証結果を第４回検討会で提示）

（３）医療・バイオ関連産業
①健康・機能性食品製造業

○県内では特徴的な地域資源（機能性素材）が豊富に存在する。
○これらの機能性を訴求した高付加価値製品を、国内及び需要が増加している先進国、生活水準が高くなっているアジア圏域等を
ターゲットに展開していくことが重要。
○全国の労働生産性も比較的高め（約17百万円／人）で、本業種が拡大することにより、県内の労働生産性を押し上げることも
期待される。
○県内では、多様な地域資源を活用した化粧品の商品化や研究開発が多く行われている。
（データ検証結果を第４回検討会で提示）

②化粧品製造業

○県内では、再生医療等の先端医療分野、ワクチン・抗体開発、感染症診断キットなど、多岐にわたる研究開発が行われている。
○県内には、複数のバイオ関連インキュベート施設があり、ベンチャー企業の創出・育成・研究開発・事業化をサポートしていることも
特徴。
○全国の労働生産性も非常に高く（約25百万円／人）で、本業種が拡大することにより、県内の労働生産性を押し上げることも
期待される。
○国内及び海外の動向をふまえ、アジア等市場向けのバイオ医薬品製造受託機能を強化することも考えられる。
（データ検証結果を第４回検討会で提示）

③創薬開発等事業
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各業種の検証について

○県内では、企業数が少ないものの微増傾向になっており、細径内視鏡、医療手術用顕微鏡、人工骨など付加価値の高い製品も
開発されている。
○県内には、インキュベート施設や賃貸工場への入居も可能で進出しやすい環境が整っている。
○高品質かつ高付加価値製品を、需要が増加している先進国、生活水準が高くなっているアジア圏域等をターゲットに展開していくこ
とが重要。
（データ検証結果を第４回検討会で提示）

（３）医療・バイオ関連産業
④医療機器製造業

○県内でも、地域医療連携ネットワーク等が運用され医療情報が蓄積されている。
○IoT技術やビッグデータ解析技術を利活用した超スマート社会の実現、新たな医療機器・医薬品・ビジネス研究開発拠点の実現
等、他地域と差別化した取組により、関連業種の集積につながりうると期待される。
（データ検証結果を第４回検討会で提示）

⑤医療等データ活用事業

（４）スポーツ・ヘルスケア関連産業

（データ検証結果を第４回検討会で提示）

（５）航空機整備事業

（データ検証結果を第４回検討会で提示）
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